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ウクライナ侵攻後に北極開発を強化するロシア 

～資源と航路、安全保障を巡る米中との権益争い 

                       佐藤 親賢 1 

 
Russia’s Strengthening of Development in the Arctic Region after 
the Aggression against Ukraine: Intensifying Struggle with 
United States and China over Resources, Sea Routes and Security 
 

SATO Chikamasa 
 

Abstract 
After the beginning of full-scale aggression against Ukraine, Russia is strengthening 
development in the Arctic region under the pressure of sanctions imposed by the United 
States, European countries, Japan etc. Because of global warming and shrinking sea ice, 
access to the region became easier than before for resource development. For Russian 
President V. Putin, it is essential to protect its interest on natural resources and year-
round utilization of the Northern Sea Route for maintaining the economy and survival. 
He is also looking for the possibility of restarting cooperation in developing the region to 
ease tensions with U.S. Administration of President D. Trump, who is very interested in 
the Arctic resources to prepare for a potential confrontation with China, which is 
becoming a serious rival in the region for the U.S. and Russia. The struggle in the Arctic 
by these “Big Three” is intensifying on the back of ongoing negotiation of peace talk of 
Russia-Ukraine war. 

 
 

1． はじめに 
 2022 年 2 月にウクライナ侵攻を開始したロシアは、欧米諸国や日本などから厳しい経済

制裁を科される中、以前より北極開発に力を入れ始めた。背景には、地球温暖化による海氷

減少で北極圏 2へのアクセスが容易になり、欧州とアジアをこれまでより短期間で結べる

「北極海航路」の通年実用化や、石油やレアメタル（希少金属）など資源開発の可能性が広

がり、プーチン政権が北極開発を生き残りと成長のための最優先課題に位置付けた事情が

 
1 共同通信社国際情報室委員、昭和女子大学現代ビジネス研究所 特別研究員 
2 北緯６６度３３分３９秒以北の極地。冬至に太陽が昇らず、夏至には太陽が沈まない。 
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ある。ウラジーミル・プーチン大統領は 2025 年１月に発足した米国の第 2 次トランプ政権

が北極の権益に強い関心を寄せていることを好機として北極での米ロ協力再開を提案し、

北極が持つ潜在力を対米関係改善や制裁の緩和に利用する構えを見せている。米国との経

済・軍事的対立を深める中国も北極への関与を強めており、欧米とロシア、中国は北極を巡

る激しい競争の時代に入った。本稿ではウクライナ侵攻を発端に始まった北極の権益を巡

る大国間の競争激化を概観し、今後の動きを展望する。 
 
２．北極の位置付けと現状 
（１）地理的条件 
北極圏には中心部分に大陸がなく、北極点を中心に広がる北極海の沿岸国 5 カ国（ロシ

ア、米国、カナダ、デンマーク、ノルウェー）にフィンランド、スウェーデン、アイスラン

ドの 3 カ国を加えた 8 カ国が「北極圏国」と呼ばれる。北極は南極と違い、軍事利用の禁止

や各国の領有権主張の凍結を規定した「南極条約」のような特別な条約がなく、北極海では

国連海洋法条約に基づいて各国の法的関係が規定されており、北極圏内の各国領土では各

国の法体系に従っている。この 8 カ国により、1996 年のオタワ宣言に基づいてハイレベル

の国際フォーラムとしての「北極評議会」（Arctic Council）が設立され、北極における持続

可能な開発、環境保護などの共通課題についての協力促進を話し合っているが、軍事や安全

保障関連の問題は扱わない取り決めになっている。そのほか 13 の「非北極圏国」（フラン

ス、ドイツ、ポーランド、スペイン、オランダ、英国、日本、中国、インド、イタリア、韓

国、シンガポール、スイス）がオブザーバーになっている 3。 
（２）天然資源 
 北極圏には世界の未発見の石油の 13％、未発見の天然ガスの 30％が埋蔵されているとさ

れる 4。このほか金、銀、鉄鉱石、銅やニッケル、チタン、モリブデン、ダイヤモンド、ス

カンジウムなどさまざまな資源が存在する。 
国土の約 28％が北極圏内に位置し北極圏最大の領土と人口を擁するロシアにとって、北

極の重要さは 8 カ国の中でも際立っている。住民は約 250 万人とロシア全人口の約 1.7％に

過ぎない北極圏地域が、ロシア国内総生産（GDP）の 7％、輸出総額の約 11％を担う 5。ロ

シア全土と比較した北極圏内の資源埋蔵の割合は①石油 20.8％②天然ガス 76.3％③チタン

30.3％④錫 50.5％⑤ジルコニウム 16.9％―などとなっている 6。 

 
3 Arctic Council, https://arctic-council.org/, 2025.12.18 
4 Gautier, Donald L., et. al. “Assessment of Undiscovered Oil and Gas in the Arctic,” Science, vol. 324, 
issue 5931, May 2009. American Association for the Advancement of Science. 2026.2.8 
https://www.science.org/doi/10.1126/science.1169467 
5 President of Russia (2025), “The Arctic: Territory of Dialogue international forum”, 
http://en.kremlin.ru/events/president/news/76554, 2025.12.18 
6 Rosnedra （ロシア地下資源庁）, “Spravka o sostoyanii i perspektivakh ispol'zovaniya mineral'no-
syr'evoi bazy arkticheskoi zony RF na 5.03.2021”, 
https://rosnedra.gov.ru/data/Fast/Files/202104/45bb8bcc7b844220954744c0149a86f4.pdf, 2025.12.18 
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出展：国立極地研究所北極観測センターウェブサイト 

 
（３）気候変動の影響と北極海航路 
 北極では地球の他地域と比べ 2 倍以上の速度で温暖化が進んでいる 7。かつて冬期には完

全に氷に閉ざされていた北極海は海氷の減少で船舶の航行が容易になり、陸地の永久凍土

が解け始めて地下資源開発の可能性も拡大している。これを受けてロシアは、北極海に面す

る沿岸の排他的経済水域（EEZ）内を航行しロシア北西のムルマンスク州沖からベーリング

海峡を経由して極東に至る北極海航路（Northern Sea Route）8の実用化を戦略的に重視し、

海氷が解ける夏期だけでなく、1 年を通じた定期航路としての運用を目指している。 
ロシアが北極海航路の実用化を重視する理由は第一に、ウクライナ侵攻に対する制裁で

欧米や日本などとの間の航空便や船舶の運航ができなくなったことによる物流の支障を緩

和するためである。制裁で欧州向けの石油や天然ガス輸出は激減し、ロシアは貿易の方向性

を中国やインド、トルコなど、アジアや中東を主体とする非欧米諸国にシフトせざるを得な

くなった。ヤマル半島やギダン半島など、ロシアの有望な石油・天然ガス生産プロジェクト

 
7 本田明治(2025)、「北極環境変化が日本に極端気象をもたらす」、笹川平和財団海洋政策研究所 Ocean 
Newsletter 第 587 号、https://www.spf.org/opri/newsletter/587_3.html、2025.12.18 
8 北極海の航路にはロシア沿岸を通る「北東航路」(Northeast Passage)とカナダ沿岸を通る「北西航

路」(Northwest Passage)があるが、より現実的な航路は北東航路であるため、本稿で「北極海航路」と

いう場合は原則として北東航路を指すこととする。 
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は多くが北極圏内にあり、原油や液化天然ガス（LNG）を大型タンカーでアジア方面に輸

送する場合に北極海航路を通れば、スエズ運河を経由する従来のルートに比べて日程が

40％程度短くなる上、不安定な中東情勢や海賊被害のリスクもなくなる。プーチン政権は、

北極海航路の沿岸各地で港湾を整備してシベリア鉄道などロシア極東地域の鉄道網と結節

し、欧州部に比べ開発が遅れてきた極東部の経済発展と人口増加に結びつけ国土の均衡あ

る発展につなげる長期戦略を描いている。 
第二の理由は、北極海航路の定期化により見込める巨額の収入である。ロシアは、氷で覆

われた海の沿岸国にＥＥＺ内の海洋汚染防止のための法的手段制定を認めている国連海洋

法条約第２３４条を根拠に、北極海航路を通航する船舶に対して事前の許可申請やロシア

砕氷船の先導を受けることを義務付け、通航料を支払うよう求めている。通航料は船の大き

さなどによって異なり一律ではないが、大型 LNG タンカーの通航料は 1 回で 30 万ドル（約

4700 万円 9）～70 万ドルとみられる。ノルウェーのノード大学ハイノース・センターが発

行するハイノース・ニュースは、原子力砕氷船を運航するロシア国営企業アトムフロートに

は 2024 年だけで 5000 万ドルの通航料収入があったと推定している 10。 
（４）政治・軍事上の変化 
 2022 年 2 月 24 日に始まったロシアの対ウクライナ全面侵攻を受け、北極評議会のロシ

ア以外の 7 カ国は共同で当時の議長国ロシアを非難し、同年 3 月 3 日に評議会活動の凍結

を表明した。評議会自体は存続しているが、ウクライナ侵攻後の 2022 年 5 月にフィンラン

ドとスウェーデンが北大西洋条約機構（NATO）への加盟を同時申請し、フィンランドは

2023 年 4 月に、スウェーデンも 2024 年 3 月に正式加盟した。これにより評議会を構成す

る 8 カ国のうちロシア以外の 7 カ国はすべて NATO 加盟国となり、ロシアの孤立が際立っ

た。 
 
３．侵攻後のロシアの北極政策 
（１）開発加速を指示 

プーチンはウクライナ侵攻開始から 2 か月も経たない 2022 年 4 月 13 日に開いた北極の

発展に関する政府会議で、北極圏はロシアにとって資源、軍事政策、技術、エコロジーなど

あらゆる国家安全保障の問題が集中する最重要地域だと述べ、制裁による支障に関係なく

各種の北極圏開発計画を「先送りせず、逆に推進のテンポを速める」必要があると強調した。

その上で石油、天然ガスなどの地下資源の生産強化や北極海航路の発展などを通じ、北極を

「対話と安定、建設的な国際協力の場所」にしていくと述べた 11。 

 
9 1 ドル＝155 円で換算 
10 High North News, “Russia to Earn $160bn in Taxes From Northern Sea Route by 2035, Arctic 
Region Accounts for 7.5 Percent of GDP”, https://www.highnorthnews.com/en/russia-earn-160bn-
taxes-northern-sea-route-2035-arctic-region-accounts-75-percent-gdp, 2025.12.18 
11 President of Russia, “Meeting on Arctic zone development”,  
http://en.kremlin.ru/events/president/news/68188, 2025.12.18 
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同年 7 月に改定した国の海洋戦略に関する基本文書「海洋ドクトリン」では、北極海をロ

シア領内の水域やロシア沿岸の EEZ に次ぐ「死活的に重要な海域」とし、戦略的資源供給

地としての北極圏の開発を「世界の海におけるロシアの国益」の一つと位置付けた。その上

で地下資源を合理的に利用し、北極海航路を競争力ある国家的輸送ルートとして発展させ

ることを今後の課題に掲げた 12。 
（２）海洋理事会の創設 

プーチンは 2024 年 8 月、副首相や産業貿易相、エネルギー相、極東発展相、非常事態相

らの閣僚とムルマンスク州、沿海地方の知事、クリミア共和国首長ら連邦構成体のトップら

で構成し海洋戦略策定や実行に当たる「海洋理事会」(Maritime Board)を連邦政府の一機関

として発足させ、議長に安全保障会議書記を長く務めたニコライ・パトルシェフ大統領補佐

官を充てた 13。パトルシェフはソ連の治安機関だった国家保安委員会（KGB）の後継組織、

連邦保安局（FSB）の元長官として政権内の強硬派を代表する人物で、プーチンの「側近中

の側近」としても知られている。 
同月下旬の理事会初会合でパトルシェフは、対ロ制裁を科す欧米などがロシアの船舶拿

捕や船主への追加制裁などの手段でロシアの海洋活動や重要品目の輸出入を妨げ「安全保

障に重大な脅威を与えている」と述べ、造船能力の向上と海軍の増強が必要だと強調した。

また、ロシアにとって伝統的な海運ルートが信頼性を失った以上、北極海航路の実用化は東

南アジアやインド、中東湾岸やアフリカへの自由なアクセスを確保し国を発展させるため

の最重要課題の一つだと位置付け、同航路の沿岸であるムルマンスクやアルハンゲリスク、

ティクシ（サハ共和国）、ペヴェク（チュコト自治管区）などで港湾施設の近代化と整備が

不可欠だと指摘した 14。 
（３）北極での優位強化 

2025 年 3 月 27 日に北極圏内最大の都市ムルマンスクで開いた国際フォーラム「北極―

対話の領域」第 6 回会合でプーチンはロシアを「最大の北極大国」と位置付け、ウクライナ

侵攻後に NATO に加盟したフィンランドとスウェーデンの動きを牽制しつつ、「ロシアは

北極でどの国に対しても脅威を与えないが、われわれの主権の侵害は許さない」とし、北極

における軍備を現代化し部隊の戦闘能力向上で対抗すると強調した。北極開発で最も重要

なのは運輸のロジスティックスの強化だとして、2024 年に年間 3800 万トンだった北極海

航路による積み荷の輸送量を 2030 年までに 7000 万～1 億トンに引き上げるとの目標を掲

げた。 
そのためには船団を先導する砕氷船だけでなく、貨物船や、事故に対応する救助船の建造

 
12 The Ministry of Foreign Affairs of the Russian Federation, “Morskaya Doktrina Rossiiskoi 
Federatsii”, https://www.mid.ru/ru/foreign_policy/official_documents/1688734/, 2025.12.18 

13 Morskaya kollegiya Rossiskoi Federatsyii（ロシア海洋理事会）、“Personal'nyi sostav Morskoi 
kollegii”,  https://marine.org.ru/structure/person/, 2025.12.18 

14 Rossiskaya Gazeta(ロシア新聞), "Nikolai Patrushev provel pervoe zasedanie Morskoi kollegii" 
https://rg.ru/2024/08/27/idem-v-okean.html, 2025.12.18 
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が不可欠だとし、国内の造船所の現代化や増築と共に、北極海航路に近い北極圏・極東地域

での港湾設備や、沿岸部と内陸部とを結ぶ鉄道網の整備を進めるよう指示した。さらに地下

資源の開発だけでなく北極圏に住んで働く人々や研究者らに快適な生活を保証する生活イ

ンフラを充実させて北極圏と極東地域での人口増加を図る考えを示し、「北方に進む発展の

方向性はわれわれの歴史的選択だ。北極におけるロシアの優位をあらゆる手段で強化する」

と宣言した 15。 
（４）原子力砕氷船の建造継続 
 ロシア運輸省などによると、ロシアは計 42 隻に上る世界最大の砕氷船団を保有し、うち

8 隻は原子力船である。現在、世界で原子力砕氷船を保有しているのはロシアだけで、ディ

ーゼル砕氷船に比べて大型で出力が強く、厚さ 3 メートルの海氷を割って進むことができ

る。ロシアで原子力砕氷船の建造と運航を統括する国営原子力企業ロスアトムのアレクセ

イ・リハチョフ総裁は 2025 年 3 月の「北極―対話の領域」フォーラムで、42 隻目となっ

た最新の原子力砕氷船「ヤクーチア」が最近就航したほか、同型の 2 隻が建造中だと述べ

た。同年 11 月にはさらにもう 1 隻の起工式が行われ、第二次世界大戦でソ連軍がナチス・

ドイツ軍と死闘を演じた都市の名にちなんで「スターリングラード」と命名された 16。 
（５）軍事基地の整備と新設 
 2000 年の発足当初から「大国ロシアの復活」を掲げたプーチン政権はソ連時代に造られ

老朽化していた北極の軍事基地の整備と現代化を進めていた。2010 年代には 20 年以上放

置されていた東シベリア海沖のノヴォシビルスク諸島コテリヌイ島（サハ共和国）にあるテ

ムプ飛行場や、バレンツ海とカラ海にはさまれたノバヤゼムリャ島（アルハンゲリスク州）

にある軍民両用のロガチョヴォ飛行場の整備・再建が行われた 17。ロシア主要メディアによ

ると、このほかベーリング海に近い東シベリア海のウランゲリ島には 2014 年に、軍関係者

が居住し活動する基地の町「ポラリス（北極星）」が 22 年ぶりに再建された 18。またバレ

ンツ海のフランツヨシフ諸島と前述のコテリヌイ島には 2021 年までに、いずれも現代的な

装備を備え要員の長期滞在が可能な軍事基地が建設された。中核施設はいずれも「三つ葉」

を思わせる特徴的な形状の建物で、「北極のクローバー」などと命名された 19。 
2025 年 10 月にはロシアが、原子力で推進する超長射程の最新型巡航ミサイル「ブレベ

スニク」の発射実験を成功させ 20、ノルウェー情報部（ＮＩＳ）高官はノバヤゼムリャ島か

 
15 脚注 5 に同じ。 
16 President of Russia, “Keel-laying ceremony for Stalingrad nuclearnuclearicebreaker", 
http://kremlin.ru/events/president/news/78486, 2025.12.18 
17 Nezavis’maya gazeta (2013), “Rossiia gotovit voennye bazy dlia zashchity Arktiki”, 
https://www.ng.ru/armies/2013-10-17/1_arctica.html?print=Y, 2025.12.18 
18 RIA novost’ (2014), Voennye VVO otkryli “Pollarhulu zvezdu” na ostrove Vrangella v Arktike, 
https://ria.ru/20141022/1029442271.html, 2025.12.8 
19 Pervyi kanal, “Rossiiskuiu voennuiu bazu v Arktike vpervye pokazali inostrantsam", 
https://www.1tv.ru/news/2021-05-18/406698- 
rossiyskuyu_voennuyu_bazu_v_arktike_vpervye_pokazali_inostrantsam 
20 President of Russia, “Visit to the Joint Force command post”, 
http://en.kremlin.ru/events/president/news/78301, 2025.12.18 
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ら発射されたと指摘した 21。ブレベスニクは核弾頭搭載が可能で、現存のあらゆるミサイル

防衛網を突破できるとされている。ウクライナ侵攻後のプーチンは北極での軍備増強に繰

り返し言及しており、今後も軍事施設整備を進めるとみられる。 
 

４．米国の北極政策 
（１）バイデン政権の「北極戦略」改定 

米国はバイデン政権末期の 2024 年 7 月、2019 年の『北極戦略』を改定した『2024 北極

戦略』を公表した。記者発表で国防総省は、北極が「米本土の防衛と国家主権の擁護にとっ

て極めて重要」な地域だと指摘し、中国とロシアを「競争相手」と呼んだ 22。改定された『戦

略』は中ロの協力を NATO 拡大や地球温暖化と並ぶ「北極の安定性と脅威の状況を変化さ

せる潜在的要因」とみなし、強い警戒感を示した。 
 特に北極圏最大の領土と最強の軍事的プレゼンスを持つロシアがコラ半島を戦略核ミサ

イル搭載可能な原子力潜水艦の拠点とし、北極圏で旧ソ連時代の軍事施設を更新するだけ

でなく、新たな基地建設を進めていると指摘した。さらにロシア沿岸海域を通過する北極海

航路において、国連海洋法条約で容認される範囲を超えた過剰な権利要求をし、北極海を航

行する外国船舶に脅威となっているとして、外国船に事前の許可申請やロシア砕氷船の先

導などを義務付けるロシアの対応を批判した。 
 中国に関しては、北極周辺国ではないにもかかわらず資源確保を視野に北極での長期的

な影響力拡大を狙って活動を拡大させ、計 3 隻の砕氷船を利用して北極海の海底探査を行

っているほか、中国軍が過去数年間、ロシアと共に北極周辺で海軍演習を実施し北極での活

動能力を見せつけていると指摘した。 
 また、北極の温暖化が他地域に比べて３倍速く進んでいて 2023 年までに夏期にはすべて

の海氷が消える可能性があり、事故や環境破壊の可能性も高まるとして、米軍はこれらのリ

スクに対応できる装備を持つ必要があると主張した。軍事的には、カナダと共同で北極圏上

空を通過するミサイルの早期警戒システムを更新するほか、冷戦時代に北極圏内に設置さ

れ既に老朽化した米軍施設を再び強化する投資が米本土の安全確保のために必要だとし、

北極海での航行の自由を維持することが北極の安定と安全の鍵を握るとして、米沿岸警備

隊に少なくとも 8 隻の砕氷船が必要だと強調した 23。 
（２）第 2 次トランプ政権の北極重視 
a グリーンランド領有に意欲 

 
21 Reuters (2025), “Norway says Russia's Burevestnik missile was launched from Novaya Zemlya”, 
https://www.reuters.com/world/europe/norway-says-russias-burevestnik-missile-was-launched-
novaya-zemlya-2025-10-27/, 2025.12.18 
22 U.S. Department of Defense, “DoD Announces Publication of 2024 Arctic Strategy”, 
https://www.war.gov/News/Releases/Release/Article/3846206/dod-announces-publication-of-2024-
arctic-strategy/, 2025.12.18 
23 U.S. Department of Defense, “2024 Arctic Strategy”, 
https://media.defense.gov/2024/Jul/22/2003507411/-1/-1/0/DOD-ARCTIC-STRATEGY-2024.PDF, 
2025.12.18 
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 ドナルド・トランプ米大統領は 2 期目就任前の 2024 年 12 月、「世界の安全保障と自由の

ためグリーンランドの所有と管理が絶対に必要だ」と発言し、島の大半が北極圏内にあるデ

ンマーク自治領グリーンランドの獲得に強い意欲を示した。翌 2025 年 1 月の記者会見では

改めてグリーンランド購入に意欲を示し、応じなければデンマークに関税を課すと圧力を

かけた。デンマーク側はフレデリクセン首相が「売り物ではない」と述べ、グリーンランド

自治政府のエーエデ首相も「関心がない」と述べるなど要求に応じていないが、トランプは

その後もグリーンランド獲得のため武力行使の可能性を排除しないと発言した 24。 
米国は 1951 年にデンマークと安全保障協定を結び、グリーンランド北西部にビドフィク

（旧チューレ）宇宙軍基地を設置してミサイル早期警戒などに当たっている。グリーンラン

ドは、電気自動車（EV）や戦闘機、スマートフォンなどの製造に不可欠で世界の生産を中

国が主導するレアアース（希土類）を豊富に埋蔵するほか、ロシアから米本土に弾道ミサイ

ルが発射された場合の最短飛行ルートに当たるなど、北極圏内で戦略的に重要な位置を占

めている 25。経済・軍事上、中国を米国の最大のライバルとみるトランプは第 1 次政権の

時からグリーンランド獲得に言及してきた。またトランプはカナダについても「米国の 51
番目の州になるべきだ」と繰り返しており、貿易問題などと並んで、カナダがアラスカ州と

グリーンランドの間の長い北極海沿岸地域を占めていることが関係していると指摘される

26。 
 
b 砕氷船の購入と新規建造 
 米海軍研究所が 2025 年 8 月に公表した沿岸警備隊幹部の論文によると、米国の現有砕氷

船は３隻だが、そのうち大型の「ポーラー・スター」は 1976 年就航で、予定の耐用年数を

大幅に超えている。中型艦は 2000 年と 2004 年に甲板火災を起こした。また最近購入した

商用砕氷船は、北極での任務に適応できるかが疑問視されている 27。 
トランプは就任 2 カ月後の 2025 年 3 月 13 日、訪米したルッテ NATO 事務総長との会

談で、北極海を航行できる砕氷船が「ロシアには約 40 隻あるが、われわれには大型船 1 隻

だ」と述べ、新たに 48 隻の砕氷船を発注する考えを示した 28。4 月 9 日には、米国の造船

 
24 CNN, “Trump renews threat of military force to annex Greenland”,  
https://edition.cnn.com/2025/05/04/world/greenland-annexation-threat-trump-nbc-interview-intl-hnk, 
2025.12.18 
25 BBC, "Why does Trump want Greenland and what do its people think?" 
https://www.bbc.com/news/articles/c74x4m71pmjo, 2025.12.18 
26 例えばロシア科学アカデミー世界経済国際関係研究所北米研究センターのパーヴェル・グジェフ米国
カナダ海洋政策研究グループ長は月刊誌『グローバル化の中のロシア』のインタビュー（2025 年 1 月 30
日付）で、グリーンランドとカナダを獲得すれば米国が持つ北極海沿岸部の長さはロシアを抜いて１位に
なり、資源へのアクセスが容易になると指摘した。https://globalaffairs.ru/articles/amerikanczy-
v-arktike-gudev/, 2025.12.18 
27 Isaac LaLonde (2025),“Close the Icebreaker Gap with ICE Pact”, U.S. Naval Institute,    
https://www.usni.org/magazines/proceedings/2025/august/close-icebreaker-gap-ice-pact, 2025.12.18 
28 U.S. Mission to the North Atlantic Treaty Organization, "President Trump Meeting with NATO 
Secretary General Mark Rutte", https://nato.usmission.gov/remarks-by-president-trumpand-nato-
secretary-general-mark-ruttebefore-bilateral-meeting/, 2025.12.18 
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業を復活させ、世界の造船業界で圧倒的なシェアを持つ中国 29とのギャップを縮めるため

の大統領令に署名した。同年 10 月 9 日にはホワイトハウスでフィンランドのストゥブ大統

領と会談し、フィンランドと共同で米沿岸警備隊に新しい砕氷船 11 隻を導入する政府間合

意に署名した 30。世界有数の砕氷船建造力を持つフィンランドで造る 4 隻を購入するほか、

米国内の造船所で 7 隻を建造してフィンランドからノウハウを吸収し、衰退した米造船業

の再生も図る。ロイター通信は、総費用は 61 億ドル（約 9500 億円）に上ると報じた。ト

ランプは 2025 年の日本や韓国との首脳会談でも造船分野での協力強化を打診し、造船大国

となった中国に対抗する構えを鮮明にした。 
 
c 対ロ関係修復、資源権益確保 
 「米国第一主義」を掲げるトランプは 2024 年の大統領選挙期間中に、ロシアの侵攻で

2022 年 2 月に始まったウクライナでの戦争を早期に終結させるとし、当選すれば中国製品

に 60％の関税を課すとも公言して中国との対決姿勢を鮮明にした。当選後には、欧州諸国

が十分な防衛費の負担をしないなら米国は NATO から脱退する可能性があると述べて欧州

安全保障への関与に消極的姿勢を示し、就任後の 2025 年 2 月 28 日にホワイトハウスで行

われたウクライナのウォロディミル・ゼレンスキー大統領との会談では「第三次世界大戦の

リスクを冒している」と面罵し、ウクライナのＮＡＴＯ加盟は非現実的だとするなどロシア

寄りの姿勢をみせた。 
 トランプ政権の基本的な外交姿勢は米国の優位を脅かしつつある中国の発展を抑止し、

米国の経済力を回復して国際社会での主導的立場を維持することに重点が置かれている。

中国が世界の埋蔵量の 48.9％、精錬の 91％と圧倒的なシェアを持つレアアース 31の確保、

同盟国のための軍事費削減による米本土防衛の強化、高関税措置による貿易赤字の削減と

国内製造業の競争力回復などは、これを実現するための具体的方策といえる。だがウクライ

ナでの戦争が終わらなければ米国は対ウクライナ支援や欧州同盟国の安全保障に一定のコ

ミットを続けざるを得ず、ロシアと中国の一層の接近を食い止めることは難しい。欧州と地

続きではない米国にとってロシアの軍事的脅威は事実上核ミサイルに限られているが、ウ

クライナ戦争が続く間は、2026 年 2 月が期限切れの「新戦略兵器削減条約（新 START）」
に続くロシアとの核軍縮交渉もできない。トランプ政権にとって対ロ関係改善は「米国第一

主義」推進の必要条件で、そのことがトランプにプーチンへの融和的態度を取らせている。 
 

 
29 国土交通省海事局（2025）「船舶産業を取り巻く現状」３－４頁。

https://www.mlit.go.jp/maritime/content/001895997.pdf、2025.12.18 
30 The White House, "Fact Sheet: President Donald J. Trump Authorizes Construction of Arctic 
Security Cutters", https://www.whitehouse.gov/fact-sheets/2025/10/fact-sheet-president-donald-j-
trump-authorizes-construction-of-arctic-security-cutters/, 2025.12.18 
31 廣元未希（2025）「戦略物資としての側面を得た中国産レアアース」、財務省広報誌「ファイナンス」

2025 年 10 月号「海外経済の潮流 157」29 頁。

https://www.mof.go.jp/public_relations/finance/2025010/202510g.pdf, 2025.12.18 
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５．中国の北極政策 
（１）関与の権利を主張 

北極海沿岸国ではない中国も、北極に強い関心を示している。日本と同じ 2013 年に北極

評議会のオブザーバー国となった中国は 2018 年 1 月に初の「北極政策白書」32を公表し、

経済のグローバル化が進行した世界にあって北極に関する問題は北極圏諸国だけではなく

人類共通の運命に関わっていると指摘した上で、国連安全保障理事会常任理事国の中国は

北極での安全保障や環境保護などの問題に責任を負う「重要な利害関係国」だと自己規定し

た。中国は北極での気候変動や科学研究、海上輸送路の利用、資源開発など全人類の生存と

発展に影響する問題に深く関わっているとし、中国は北極で研究や航行、漁業、海底ケーブ

ル敷設、資源開発を行う自由と権利を有しているとも強調した。その上で、中国と世界を陸

海のルートでつなぐ経済圏構想「一帯一路」の一環として北極海を経由する「氷上シルクロ

ード」の建設推進は「すべての関係国に参加の機会を与え、北極の持続可能な経済・社会的

発展を促す」と説明した。 
 白書は、中国が目指すのは北極を「理解し、保護し、発展させ、ガバナンスに参加する」

ことだとし、北極政策の基本原則を「尊重」「協力」「相互利益」「持続可能性」と規定して、

北極圏諸国との協力姿勢を強調した。その一方で北極のリソースの合法的で合理的な利用

の重要性も指摘し、北極海の航路にはロシア沿岸を通る「北東ルート」のほかに「北西ルー

ト」（カナダやグリーンランド沿岸）と、北極点付近を通る「中央ルート」が存在すると言

及した上で「中国は、北極海の諸航路のマネージメントは国連海洋法条約や一般的な国際法

に則って行われ、すべての国が法と権利に基づいて享受してきた航行の自由が北極海の諸

航路利用においても保証されるべきだとの立場を保持する」と明記した。 
（２）北極海航路への強い関心 
実際、中国が保有する極地観測船「雪龍」(Xue long) は 2012 年夏、青島からアイスラン

ドに向けて北極探査の航海に出発し、往路はロシア沿岸の「北東ルート」を通ったが、復路

は公海上の北極点付近を通過する最短コースである「中央ルート」の航行に、ロシア以外の

船として初めて成功した 33。中央ルートを航行する場合は沿岸諸国の EEZ を通過せずに済

み、航行の自由度やコスト面の優位性が増す。 
2025 年 10 月 14 日には中国国営通信・新華社が、リチウムイオン電池や太陽光発電関連

製品を積んで浙江省の寧波・舟山湊を出発した貨物船が初めて北極海航路を通って欧州に

到着したと報じた。所要 20 日間で 10 月 13 日に英国東部フェリックストウ港に到達した日

程は、高速鉄道で約 25 日間、スエズ運河経由の約 40 日、喜望峰沖経由で中国・欧州間を

 
32 The State Council Information Office of the People’s Republic of China（2018）, "China’s Arctic 
Policy",https://english.www.gov.cn/archive/white_paper/2018/01/26/content_281476026660336.htm, 
2025.12.18 
33 兵頭慎治（2013）「ロシアの北極政策」、『防衛研究所紀要』2013 年 11 月、

https://www.nids.mod.go.jp/publication/kiyo/pdf/bulletin_j16_1_1.pdf、2025.12.18 
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結ぶ約 50 日間に比べてはるかに短時間だったとしている 34。この航海をロスアトムのパノ

フ北極開発特別代表は「北極海航路を持続可能な物流ルートにするための歴史的な航海だ」

と評価した 35。 
（3）対ロ関係：利害の一致と不一致 
 中国外務省は 2025 年 9 月 15 日、ロシア国営タス通信に対し、「中国はロシアを含む北極

海周辺国や北極に関心を持つ諸国と共同で、北極海航路のインフラ整備と運営に協力する

用意がある」と表明した。タスは「中国はロシアと協力する用意がある」との部分を記事の

見出しにしたが、引用されたテキストによると中国側はロシアを協力相手の一国と位置付

け、北極海航路の開発だけでなく環境保護にも共同で取り組むと述べており、双方の力点に

は微妙なずれがある 36。 
 ウクライナ侵攻で日米欧の制裁を受けるロシアは石油、天然ガスの輸出増大や合同軍事

演習の強化など、経済・軍事面で中国との協力を一層深めており、中国は今後もロシアとの

友好関係を糸口として北極海の航路利用や資源開発への参加を進めるとみられる。その一

方で、北極圏に領土・領海を持たない中国が国際法に準拠した形ですべての関係国との協力

による北極開発に重点を置くのに対し、「最大の北極圏国」を自任するロシアは自国の権益

確保を最優先し、北極海航路の実用化や資源開発をもっぱら自国の経済的利益の手段とみ

なしているという根本的な基本姿勢の不一致が、北極での中ロ協力の阻害要因になってい

るとも指摘される 37。 
 
６. 米ロ関係修復の動きと北極 
 
 前述した 2025 年 3 月末の北極フォーラムでプーチンは、グリーンランド獲得に強い意欲

を示したトランプ米政権の動きについて「米国が北極で軍事・経済的利益確保のために長年

推進してきた計画だ」と指摘し、ウクライナ侵攻後にフィンランドとスウェーデンが加わっ

た NATO が北極を潜在的紛争地と見て部隊展開を検討していると警戒感を示す一方で、欧

米が望むならロシアは「協力の用意がある」とも述べ、北極の共同開発を梃子に関係修復を

図る構えをみせた。ウクライナ戦争の停戦仲介に前向きなトランプ米政権側との交渉担当

特使に起用された政府系「ロシア直接投資基金」のドミトリエフ総裁は同年 4 月に訪米、米

側と建設的協力ができるテーマとして北極圏や希少鉱物開発の可能性などを話し合った。 

 
34 Xinhua net(2025), “First ship on China-Europe Arctic route docks in Britain”, 
https://english.news.cn/europe/20251014/efa64d16d2974cdca634785fb615a903/c.html, 2025.12.18 
35 Rosatom(2025), "First Transit Voyage From China to Europe via the Northern Sea Route Has Been 
Completed", https://www.rosatom.ru/en/press-centre/news/first-transit-voyage-from-china-to-europe-
via-the-northern-sea-route-has-been-completed/, 2025.12.18 
36 TASS, "China ready to develop Northern Sea Route infrastructure together with Russia" , 
https://tass.com/world/2016861, 2025.12.18 
37 Andrei Dagaev (2025), “The Arctic Is Testing the Limits of the Sino-Russian Partnership”, Carnegie 
Endowment for International Peace, https://carnegieendowment.org/russia-
eurasia/politika/2025/02/russia-china-arctic-views?lang=en, 2025.12.18 
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トランプとの数回の電話会談や高官協議を通じて米国から停戦を促されたプーチンは同

年 8 月、一部が北極圏に位置する米アラスカ州のアンカレジでトランプと対面で首脳会談

を行い、共同記者発表で貿易やエネルギー、宇宙開発などと並んで北極圏での協力や、ロシ

ア極東部とアラスカ州などとの地域間交流再開を提案した。米メディアのアクシオスは 11
月、トランプ政権がウクライナ側に示した 28 項目の和平提案を報じた 38が、この中にも、

停戦後にロシアは国際経済システムに再統合され、米国はロシアと北極での希少金属採掘

計画に関する長期的な経済協力合意を結ぶとの項目がみられる。 

 
７. おわりに 
 

2026 年 2 月 24 日で開始から丸 4 年のウクライナ戦争は紛争を解決できない国連安全保

障理事会の機能不全を改めて見せつけた。その中で、未開発資源や航路利用の潜在力を持つ

北極は「最後のフロンティア」として、また軍事活動の可能性が拡大する領域として、米国

やロシア、中国などの大国が権益確保と軍事的プレゼンスを本格的に競い合う地域となっ

た。その半面で北極は、深刻化する気候変動への対策や、人工知能（AI）技術の発展に必要

な希少資源の共同開発など国際協調の場となる可能性も持っている。 
ウクライナ危機で激しく対立した米ロはトランプ米政権の誕生で関係改善に舵を切り、

北極での資源開発などで協力する構えを見せ始めている。貿易や資源確保で競い合う米国

と中国は北極への関与を今後さらに強めるとみられる。欧米から制裁を受け中国との協力

を深めているロシアは北極の権益確保を死活問題ととらえ、他国からの開発投資を歓迎す

る一方、中国船による北極海の自由航行や北極圏への軍事的関与には警戒心を持っている。 
トランプ政権が 2025 年 11 月の国家安全保障戦略で「ウクライナ戦争の停戦仲介は、戦

争の拡大を食い止めロシアとの戦略的安定性を再構築するための米国の核心的利益である」

と表明し 39２８項目の和平提案を示したことで、戦争は終結に向けて動き出した。米ロ中３

国は、戦争後の国際的な安全保障の大枠を規定することとなる和平交渉の行方をにらみな

がら北極を巡る駆け引きを続けると予想され、和平の進展を今後も注視する必要がある。 
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